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	10月21日、自治労の総務省公務員部長交渉の結果です。（前号のつづき）


【部長回答】必要な意見交換は行っていきたいと考えている。

【部長回答】臨時・非常勤職員の処遇等については、法律・条例に基づいて対応が図られている。育児休業法については、人事院の「意見の申出」を踏まえ国家公務員の検討状況を見ながら、地方公務員について必要な措置を検討している。



	
	

	【部長回答】地方公務員は勤務条件等が法令、条例等で定められており、民間事業主が自主的に雇用管理の改善等を行うことにより短時間労働者の福祉の増進を図ることを目的とする、パートタイム労働法の趣旨になじまないことから、同法の適用から除外されている。一方、臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置く必要があると考えられることから、引き続き、各地方公共団体に対して、臨時・非常勤職員の任用や処遇の適切なあり方について、必要な助言、情報提供等を行ってまいりたい。　　　　（次号へつづく）



網走地方本部 第51回定期大会を開催

	10月29～30日に自治労網走地方本部第51回定期大会が小清水町で開催され、代議員として小野委員長、山田書記長、地方本部役員として窪田、青柳両副委員長が出席しました。

執行部からの方針提起、全体討論の後、2010賃金確定闘争や現業公企統一闘争での要求獲得、組織内 日下道議の必勝をはじめとする統一自治体選挙闘争の勝利など「2011年度運動方針」を確認しました。

全体討論では10人から質疑意見があり、町職からは山田書記長が「来年４月の日下道議の４期目出馬に際し地方本部に推薦いただいたことのお礼と必勝に向けた選挙闘争の協力支援のお願い」、「単組運動の強化のため地方本部の指導制の発揮」を求めました。
　また、新役員体制が右のとおり確認されました。副委員長に当職の山田書記長、執行委員に青柳副委員長が選任されました。職能枠の副委員長だった窪田副委員は退任しました。前書記長で新たに執行委員長となった森田さんは来年３月まで休職専従、新たに書記次長となった小清水町職の安達さんは、来年４月から休職専従となります。
	
	2011年度 地方本部役員体制

	
	
	執行委員長
	森田英樹
	北見　※休職専従

	
	
	副執行委員長
	未
	（全道庁枠）

	
	
	〃
	益田好仁
	紋別（都市枠）

	
	
	〃
	山田新治
	津別（町村枠）

	
	
	〃
	未
	（ﾌﾞﾛｯｸ強化枠）

	
	
	〃
	未
	（職能評議会枠）

	
	
	〃
	唯野雅憲
	遠軽（元専従枠）

	
	
	書記長
	西村茂年
	紋別（休職専従）

	
	
	書記次長
	安達直哉
	小清水（休職専従）

	
	
	〃
	未
	（青年部枠）

	
	
	〃
	未
	（女性部枠）

	
	
	執行委員
	山本卓司
	清里（網走Ｂ）

	
	
	〃
	未
	美幌（網走Ｂ）

	
	
	〃
	北見、紋別ブロックからも各２名、職能評議会枠１名　省略

	
	
	〃
	青柳朋幸
	津別（自治研枠）

	
	
	監査委員
	３名　省略



（１）中途採用者の昇給改善について

（２）職員住宅の老朽化に伴う改善について

　　　　　2010年度予算及び2011年度予算に係る住宅改善の考え及び新規採用職員への対応

（３）臨時職員の賃金・諸手当の改善について

扶養手当、住宅手当について、引き続き労使協議を継続する。

（４）2011年度の職員採用について

年度途中の欠員に伴い採用者人数を増やすこと。また、有資格者の採用や長期にわたる臨時職員の正規職員化など、職場実態を踏まえた採用すること。

（５）再任用制度の2011年度からの実施について

（６）本町の財政状況に対する考えと今後の見通しについて

　　　　　2009（平成21）年度決算の状況と健全化判断比率から財政の現状と見通し

（７）行政経営推進室での検討状況について

（８）自治体関連民間労働者・公社・事業団労働者の賃金・労働条件の改善に向けた自治体としての指導方向、委託費・補助金等の引上げについて　

















































































































































【自治労】自治体における臨時職員の処遇改善と雇用安定をはかること。特に国家公務員の育休等の法改正が予定されているが、地方公務員においても育児休業法を改正し、自治体の臨時・非常勤等職員についても、地方公務員の育児休業法が適用されるように措置すること。


























　　　　　　　








庁舎以外で、ご用のある方は書記長の山田（戸籍年金）へ午前中に連絡をください。








津別町職「2010秋季闘争方針」より





王子























◎午後５時３０分から








基本・現評・青婦部　【回答内容を協議】





【自治労】定年延長については、自治体においても国に遅れることなく定年延長が可能となるよう、われわれと必要な意見交換を行ってもらいたい。





【自治労】臨時・非常勤職員の雇用安定と処遇改善に向けて、労働組合として強力に運動を進めることとしている。パート労働法の趣旨が適用されるように法整備を進めることや、非常勤職員の諸手当支給制限に関する制度見直しを行うことなど、前向きな検討を要請する。














津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


